
事 業 概 況 （令和４年２月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和 3年度労災保険業務機械処理の令和４年２月末現在における保険給付支払総額は 6,879億円で、前年同期に比べて

1.2％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 3,321億円で 48.3％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 2,258億円で 32.8％を占めている。以下、休業補償給付が 12.7％、障害補償一時金が 3.8％、介護補償給付が 1.0％、

遺族補償一時金が 0.9％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が 25.3％増、療養補償給付が 1.4％増

となっているのに対し、葬祭料が 4.0％減、障害補償一時金が 3.6％減、介護補償給付が 2.9％減、年金等給付が 2.5％減、

休業補償給付が 2.3％減、遺族補償一時金が 2.2％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 2,193 億円で 31.9％、「建設事業」が 1,939 億円で

28.2％、「製造業」が 1,603億円で 23.3％となっている。以下、「運輸業」が 11.0％、「鉱業」が 3.0％、「林業」が 1.6％、

「船舶所有者の事業」が 0.4％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「船舶所有者の事業」が 4.4％増、「電気、ガス、水道又は熱供

給の事業」が 2.3％増、「その他の事業」が 2.1％増となっているのに対し、「鉱業」が 9.4％減、「林業」が 4.7％減、「建

設事業」及び「製造業」がそれぞれ 2.7％減、「漁業」が 1.0％減、「運輸業」が 0.9％減となっている。（第２表） 

 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 696,490,703 100.0 3.2 △    687,930,115 100.0 1.2 △    

療 養 補 償 給 付 222,781,262 32.0 2.2 △    225,819,104 32.8 1.4

休 業 補 償 給 付 89,428,959 12.8 0.0 87,374,434 12.7 2.3 △    

障 害 補 償 一 時 金 27,307,270 3.9 0.5 △    26,334,091 3.8 3.6 △    

遺 族 補 償 一 時 金 6,204,854 0.9 0.4 6,065,978 0.9 2.2 △    

葬 祭 料 1,725,704 0.2 1.8 1,657,386 0.2 4.0 △    

介 護 補 償 給 付 7,322,507 1.1 5.1 7,107,322 1.0 2.9 △    

年 金 等 給 付 340,555,572 48.9 5.1 △    332,112,754 48.3 2.5 △    

二 次健 康診 断等 給付 1,164,575 0.2 11.6 △   1,459,047 0.2 25.3

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。
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第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 1,833億円で 55.2％と最も大きく、次いで障害補

償年金が 1,265億円で 38.1％、傷病補償年金が 223億円で 6.7％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 1,090億円で 32.8％、「製造業」が 939億円で 28.3％、

「その他の事業」が 690億円で 20.8％となっている。以下、「運輸業」が 11.1％、「鉱業」が 4.4％、「林業」が 1.7％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ 0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 696,490,703 100.0 3.2 △    687,930,115 100.0 1.2 △    

林 業 11,521,496 1.7 4.3 △    10,979,261 1.6 4.7 △    

漁 業 2,059,400 0.3 6.4 △    2,038,109 0.3 1.0 △    

鉱 業 23,072,210 3.3 9.5 △    20,901,357 3.0 9.4 △    

建 設 事 業 199,183,428 28.6 4.2 △    193,889,389 28.2 2.7 △    

製 造 業 164,768,658 23.7 5.6 △    160,274,084 23.3 2.7 △    

運 輸 業 76,575,318 11.0 2.0 △    75,921,978 11.0 0.9 △    

電 気 、 ガ ス 、 水 道
又 は 熱 供 給 の 事 業 1,547,135 0.2 10.1 △   1,583,087 0.2 2.3

そ の 他 の 事 業 214,810,579 30.8 0.0 219,261,077 31.9 2.1

船 舶 所 有 者 の 事 業 2,952,479 0.4 1.4 △    3,081,772 0.4 4.4
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第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和2年度　3年2月末 令和3年度　4年2月末

令和3年度　4年2月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 126,517,851 183,282,436 22,312,467 332,112,754 100.0

林 業 1,666,984 3,882,488 231,240 5,780,712 1.7

漁 業 315,866 1,017,593 17,680 1,351,139 0.4

鉱 業 1,376,534 11,058,694 2,219,692 14,654,920 4.4

建 設 事 業 34,232,652 66,615,402 8,121,081 108,969,135 32.8

製 造 業 45,937,498 43,861,495 4,084,431 93,883,424 28.3

運 輸 業 13,836,193 20,795,177 2,095,521 36,726,891 11.1

電 気 、 ガ ス 、 水 道
又 は 熱 供 給 の 事 業 224,026 632,279 55,990 912,295 0.3

そ の 他 の 事 業 28,641,369 34,863,864 5,448,160 68,953,394 20.8

船 舶 所 有 者 の 事 業 286,728 555,444 38,672 880,844 0.3

構 成 比 38.1% 55.2% 6.7% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況



 

保 険 料 

 

  令和 3年度労災保険業務機械処理の令和４年２月末現在における保険料徴収決定済額は 8,552億円で、前年同期に比べ

て 2.4％減となっている。保険料収納済額は 8,313億円で、前年同期に比べて 1.7％減となっている。また、収納率につい

てみると 97.2％となっており、前年同期に比べて 0.7ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 4,189億円で 49.0％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,838 億円で 21.5％、「製造業」が 1,517 億円で 17.7％を占めている。以下、「運輸業」が 8.8％、「船舶所有者

の事業」が 1.6％、「林業」が 0.7％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が

0.2％となっている。（第４表） 

 

 

区　分　

令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度

　業　種 3年2月末 4年2月末 3年2月末 4年2月末 3年2月末 4年2月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 876,263,171 855,173,339 100.0 2.4 △   845,498,504 831,314,858 100.0 1.7 △   96.5 97.2

林 業 5,555,722 5,698,843 0.7 2.6 5,418,690 5,553,341 0.7 2.5 97.5 97.4

漁 業 1,854,227 1,804,122 0.2 2.7 △   1,785,275 1,741,321 0.2 2.5 △   96.3 96.5

鉱 業 2,606,723 2,525,267 0.3 3.1 △   2,417,544 2,389,159 0.3 1.2 △   92.7 94.6

建 設 事 業 186,451,698 183,780,736 21.5 1.4 △   174,335,700 171,293,769 20.6 1.7 △   93.5 93.2

製 造 業 160,925,451 151,692,694 17.7 5.7 △   157,775,038 149,767,212 18.0 5.1 △   98.0 98.7

運 輸 業 77,192,549 75,263,260 8.8 2.5 △   73,133,579 72,850,130 8.8 0.4 △   94.7 96.8

電気、ガス、 水道
又は熱供給の 事業 2,248,139 2,203,122 0.3 2.0 △   2,247,822 2,202,867 0.3 2.0 △   100.0 100.0

そ の 他 の 事 業 426,380,297 418,938,386 49.0 1.7 △   415,949,952 412,675,318 49.6 0.8 △   97.6 98.5

船舶所有者の 事業 13,048,364 13,266,909 1.6 1.7 12,434,905 12,841,739 1.5 3.3 95.3 96.8

構成比
対前年
同　期

増減率

構成比
対前年
同　期
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第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率


